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図２ 台湾の租税体系と2002年度決算額     （単位；百万元） 








               国 税 
                  981,610 
鉱区税                  10 
所得税             392,939 
 営利事業所得税   165,759 
 総合所得税       227,180 
遺産及贈与税        23,537 
貨物税             143,641 
たばこ酒税          41,188 
証券取引税          76,794 
先物取引税           2,864 
 営業税             214,734      税 
  1,1 90,874                                    土地税              98,069 
                                               農地税                 0 
                                               地価税            50,169 
                                               土地譲渡所得税    47,900 
            直轄市及縣(市)税                 家屋税              46,464 
              209,241                        免許税          45,886 
                                             登録税                10,261 
                                             印紙税               6,911 
                                             娯楽税               1,649 
           教育付加税   23 
 
 金融保険業営業税  26,082 
 









表１ 税収配分の比率                   (単位%) 
 
県   及   省   轄   市 直   轄   市 
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(注) 1) 1999年１月修正財政収支劃分法にもとづく 
   2) Aは営業税収入から報奨金を差し引いた金額の40% 
   3) ＊のうち18%は人口に応じて直轄市と台湾省各県(市)に配分。 




























ある。冒頭に述べたように、陳水扁政権発足後まもない 2000 年 8 月、この比率
が43%に引き下げられ、今日に至っているのである6。 
 























































































が 1131 億元、1 自治体平均 4 億元にも達しないきわめて小さい財政規模でしか
ないことがわかる10。 
















表２ 2001年度各級政府主な歳入源の構成  （単位：百万元） 
 
 
租税収入 専売収入 事業収入 補助金 



















































































 この表であえて台北県を取り上げて示しているのは、同県の 2001 年の人口は























文化支出 経済発展支出 社会福利支出 

















































































人で、計 3 万 1164 人と、総定員の 8 割以上も占めているのである11。他方、財
                                                        






























                                                        
12 8 県市は台北県のほか、台中県、台南市、高雄県、雲林県、嘉義縣、苗栗県、宜蘭県(「公債
法擬修改 縣市増千億擧債空間」『聨合報』2003年8月4日）。 





























                                                        
14 不動産市場の活性化を目的として、2002年から2年間の時限措置として土地譲渡所得税の税
率が半分に引き下げられた。その効果か、2002年度の土地譲渡所得税は479億元と、01年度と
比べて増収となった。 
 113
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